
件名 作業管理システム構築・運用保守業務委託

1

①障害対応については，7/1から本運用と同様としますが，保守体制が整わない場合は

ベストエフォート対応としてください。なお，システム構築業務委託特記仕様書P.12

7-4(5)⑤のとおり，全作業の一覧を定時に指令所で受領する機能及び手動で当該一覧を

取得する機能により作業管理を継続できるようにしてください。

②については，運用保守業務委託特記仕様書P.3 「６作業を行う時間」のとおり。

2

システム構築業務委託特記仕様書P.1４ 7-4(7)①のとおり，中止や変更，臨時作業の申

請は，通常の作業申請様式と同じものを採用し，「中止」や「変更」，「臨時」が同様

式に表記されるなど容易に判別できるような機能を持たせてください。

承認フローについてはご認識のとおり。

なお，「変更」及び「臨時」の作業申請は，資料２－１~３に示す通常のフローによる

が，期日を超えて作業申請を行う場合を想定しています。

3

システム構築業務委託特記仕様書P.13 「7-4(6)機能①作業登録」の表にあるとおり，

アラートは作業の履行を管理する指令所の作業状況確認画面において，作業状況の表示

と共に発出する仕様としてください。

4

システム構築業務委託特記仕様書P.15 「7-4(7)④出力・検索・帳票」のとおり，様式

の構成を維持しつつページを増やすなど，視認性，可読性を損なうことのない様式とし

てください。

5

システム構築業務委託特記仕様書P.15 「7-4(7)④出力・検索・帳票」のとおりとしま

す。様式の構成を維持しつつページを増やすなど，視認性，可読性を損なうことのない

様式で出力できるようにしてください。

6

システム構築業務委託特記仕様書P.12 「7-4(7)④出力・検索・帳票」のとおりとしま

す。CSV及びPDF形式のほか，プリンタ出力も行えるようにしてください。

7

システム構築業務委託特記仕様書P.12 「7-4(7)④出力・検索・帳票」のとおりとしま

す。CSV及びPDF形式のほか，プリンタ出力も行えるようにしてください。

8

システム構築業務委託特記仕様書P.12 7-4(5)⑤のとおり，全作業の一覧を定時に指令

所で受領する機能及び手動で当該一覧を取得する機能としてください。

9

システム構築業務委託特記仕様書P.12 7-4(5)⑥のとおり，システム利用に制限がかか

る場合，ユーザーへ通知する機能を備えることとしてください。

10

システム構築業務委託特記仕様書P.15 7-4(7)③のとおり。

11

システム構築業務委託特記仕様書P.12 7-4(5)④のとおりとします。

12

システム構築業務委託特記仕様書P.12 7-4(5)④のとおり。
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13

未試験の端末で不具合が発生した場合は協議とします。

14

システム構築業務委託特記仕様書P.15 7-4(7)②のとおりとします。状態表示は，「未

着手」，「事前作業開始」，「作業開始」，「作業終了」，「事後作業終了」，「中

止」としてください。

15

詳細は要件定義で協議としますが，ご提案の内容でも良しとします。

16

詳細は要件定義で協議としますが，ご提案の内容でも良しとします。

17

運用保守委託特記業務仕様書P.2「５業務の範囲(3)障害対応」のとおり。

18

システム構築業務委託特記仕様書P.5「1-20保証」のとおり。

19

業務委託契約書案第39条のとおり。なお，運用保守は各年度毎に契約するのではな

く，本契約において令和9年度から令和13年度までを一括して契約するものです。

20

システム構築業務委託特記仕様書P.11 「7-4(3)端末環境」①及び②のとおり。

運用保守期間中の動作検証については， 運用保守業務委託特記仕様書P.3 「5業務の範

囲(6)変更管理およびリリース管理①」のとおり。

21

システム構築業務委託特記仕様書P.3 「1-9再委託の制限」のとおり。

22

受注者がクラウド契約を行う場合，クラウド事業者と受注者の責任分界については，ク

ラウド事業者とシステムの構築，運用保守業務受託者との間における契約内容，契約範

囲によって定まるものと思いますが，クラウド事業者側の責任範囲外となるものついて

は，運用保守業務委託仕様書にあるとおりとしてください。

データ所在の前提については，「仙台市行政情報セキュリティポリシー」の重要性分類

Ӏによる取扱いが前提となっております。

23

業務委託契約書第18条に記載しているとおり、業務を行うにつき生じた損害のうち発

注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者の負担となり、その他

の事由により生じたものについては受注者の負担となります。

また、損害の負担額に契約書上の上限の定めはありません。なお、損害賠償請求の詳細

については契約書第33条～35条の規定によります。

24

検査および引渡しについては，業務委託契約書案第19条のとおり。


